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名古屋大学指定国立大学法人構想工程表①

2028(R10)年度～2027(R9)年度2026(R8)年度2025(R7)年度2024(R6)年度2023(R5)年度2022(R4)年度～2021(R3)年度

（第5期～）

・若手育成プログラム（YLC）
の規模の拡大

2027年度までに16
ユニット程度に拡大
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◇Stage Ⅱ
(次世代最先端研究拠点)

６ユニット

最先端国際研究ユニット（WPI‐next）

国際若手招へい研究ユニット

６ユニット
◇Stage Ⅰ
(若手研究者支援）

2027年度までに5拠
点以上に拡大

《世界屈指の研究成果を生み出す研究大学へ》

（第4期～）（～第3期）

◇Stage Ⅲ
(世界最先端研究拠点)

・若手新分野創成研究
ユニットの拡大

拠点候補を3つ以上に増加

6ユニット

6ユニット程度を維持し、終了したユニットの一部は研究拠点候補へと移行

拠点候補のうちから、拠点を1件以上採択

拠点の研究スペースを全学分から配分。新たに報奨金の対象となる教員を増やす。

・終了したユニットの一部は研究拠点候補へと移行

14ユニット程度へ拡大 16ユニット程度へ拡大

2025年度までに採用枠を45名に拡大
2027年度までに採用枠を45名

→50名に拡大
2021年度までに30名
→40名程度に拡大

《知識基盤社会をリードする卓越した博士人材の育成》

◇卓越大学院プロ
グラムの実施

◇博士課程教育の
高度化と質保証
に向けた全学的
プラットフォームの
形成

（総合的かつ体系
的な大学院共通カ
リキュラム、大学
院教育プログラム
実施における支援
の検討等）

（総合的かつ体系的な大学院共
通カリキュラムの実施・見直し等）

（総合的かつ体系的な大学院
共通カリキュラムの拡充）

・卓越大学院プログラムの実施及び卓越大学院プログラムの成果
の継承・定着に向けた検討
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名古屋大学指定国立大学法人構想工程表②

2028(R10)年度～2027(R9)年度2026(R8)年度2025(R7)年度2024(R6)年度2023(R5)年度2022(R4)年度～2021(R3)年度

（第5期～）
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（第4期～）（～第3期）

◇ジョイント・ディグリー（JD）
プログラムの拡大

◇基金を活用した
奨学金

《世界から人が集まる国際的なキャンパスと海外展開》

・日本人学生の
語学力の向上

・海外留学・研修の促進

◇日本人学生の海外留学促進

・奨学金支援の実施（前倒しの
可能性あり）

・英語力向上カリ
キュラムの実施

・特定基金の創設
（寄附募集活動）

・実施結果のフィードバック・プログラム改善

・チュラロンコン大
（4月）とのJDの設置

2027年度までに
20ユニット設置

・日本人学生の海外留学事業の拡大（留学積立金事業の拡大・留学説明会の充実化・海外渡航安全、危機管理教育の充実化）

2027年度までに
70％の学生が海

外留学・研修を
経験

◇アジア共創教育研究機構
の活動推進 ・学術交流の促進

・国際会議等の開催 等
・公開セミナーの開催
・参加部局の拡大 等

・各国の大学・研究機関との交流拡大

《社会と共に躍進する名古屋大学》

◇URAの増員・
無期化

2021年度末
50名
（うち21名を無期化）

・外部資金の獲得状況を踏まえ、段階的に増員・無期化を進める
2027年度末までに
約70名程度
（うち約30名を無期化）

2025年度末まで
に60名程度

◇｢組織｣対｢組織｣の本格的な産学共同研究

・産学共同研究講座・
部門数の増加

・スペースの確保 ・工学部新7号館
竣工による産学
連携スペースの整備

2027年度までに
産学連携関係収入を2017年度比3倍

2027年度までに
産学協同研究講座・部門数を50

・内閣府国立大学イノベーション
創出環境強化事業により既存
スペースの再配分、老朽施設等
をリノベーション

2028年度以降に

おいても、引き続
き産学協同研究
講座・部門を誘
致

・TOIC竣工による産学連携スペースの整備
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名古屋大学指定国立大学法人構想工程表③

2028(R10)年度～2027(R9)年度2026(R8)年度2025(R7)年度2024(R6)年度2023(R5)年度2022(R4)年度～2021(R3)年度

（第5期～）（第4期～）（～第3期）

◇産学官共創による研究開発拠点の整備

・産学官共創オー
プンイノベーショ
ン拠点(OI拠点)
の創出

・産学共創教育
の実質化

・COI、OPERA事業の推進等

・OICX(名駅)の設置

・｢OI機構支援事業｣の獲得・実施

2022年度からOI機構の外部法人化(TII・仮
称)を実施し、産学官連携を強化

スタートアップ・エコシステム戦略を掲げ、
アントレプレナー教育、起業した学生ベン
チャーを引き続き支援

・内閣府スタートアップ・エコシス
テム・グローバル拠点に採択
Central Japan Startup Ecosystem Consortium
により事業を展開
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《機動的な改革を支えるシェアド・ガバナンスの構築》
◇統括理事（プロボ

スト）の設置
・統括副総長設置

◇教育研究評議会
など全学会議の
改革

・様々な属性から選出された新たな教育研究評議会

・部局長会を廃止し、執行会議を設置

◇部局長の任期・
選出方法の見直し

（制度設計・検討） ・新たな選考プロセスによる選考 ・任期の検討、規程等整備 （新制度実施、課題に対する改善検討） ・本格実施

・機構長・役員会は経営、総長・運営会議は教学に
責任を持つ体制を構築

◇IRの高度化

・IRシステムの構築・運用に
よるIR情報の共有
・IRに基づく提言、 施策立
案の定着

・本格実施
・データによるシェアドガバナンス推進力の向上
・エビデンスデータに基づく経営の実現・重要KPIレポーティングとベンチマーク手法の確立

◇東海国立大学機構
の「経営と教学の分
離」による機動的な
意思決定

◇男女共同参画と
女性登用の推進

2027年度までに

女性教員比率：
6%以上の増加

第5期中に

女性教員比
率：30%

・女性研究者の採用、家庭との両立、復職支援、研究力向上、リーダー育成等の各種取組の実施
・戦略的な募金活動
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名古屋大学指定国立大学法人構想工程表④

2028(R10)年度～2027(R9)年度2026(R8)年度2025(R7)年度2024(R6)年度2023(R5)年度2022(R4)年度～2021(R3)年度

（第5期～）（第4期～）（～第3期）
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《経営資源の好循環による財務基盤の強化》

◇ファンドレイジン
グの機能強化

・新たな募金キャンペーンの検討・実施
・機構長のトップセールスによるファンドレイジング 等

基金受入累計額
200億円

◇財源の多様化
・子会社の設立検討
・不動産を利用した収益事業の実施
・クラウドファンディングの実施
・余裕資金の運用実施

・子会社の設立 資金運用平均利回り3％の実現

資金運用総額150億円の実現

第4期中期目標期間中の総事業規模1兆円

大学全体の予算規模1.4倍（400億円増）

（試行実施） 2025年度までに共用機器560台、登録利用登録者数5900人、受託解析460件 2027年度までに共用機器600台、登録利
用者登録者数6500人、受託解析500

◇全学技術センターの
サービス機能の強化

◇大学戦略に基づくスペース
マネジメント

・機構長及び総長の裁量で戦略的に配分するための
スペースの拡充

・機構及び大学の機能強化に資する分野への優先配分

（実態調査、講義室等の有効活用等に関する検討、
新たなスペースマネジメント手法の検討）

（試行・検証）

《新たなマルチ・キャンパスシステムの樹立による持続的発展》

◇新たなマルチ・キャンパス
システムの構築
（一法人複数大学の展開）

◇基盤構築に向けた
大学連携の推進

・教育、研究、国際、産学連携、基盤整備など様々な分野で組織間の連携について協議を進め、可能な取組から順次実施

・機構への参加大学の拡大 ・新たな参加形態の検討


